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地域の就労支援の在り方に関する研究会 

報告書概要 

 

 

本研究会では、地域の就労支援の在り方について、中小企業等が安心して障害者雇用に

取り組むために求められる支援、地域における各就労支援機関等に求められる役割、地域

の就労支援ネットワークに求められる取組や課題、特別支援学校や医療機関などの障害者

を一般就労へと送り出す機関に対する支援、就労支援を担う人材の育成に当たって強化す

べき取組や課題等について検討を行い、報告書をとりまとめた。その主なものは以下のと

おりである。 

 

障害者を取り巻く状況の変化と課題 

○ 企業の障害者雇用への理解や障害者自身の就労意欲の高まり、障害者就業・生活支援

センターや就労移行支援事業所の支援による就職者の増加、地域の就労支援機関のネッ

トワーク構築などを背景に、企業における雇用障害者数は増加し、実雇用率や法定雇用

達成企業割合も上昇している。その一方で、中小企業の実雇用率等は低下しており、中

小企業における支援の強化が必要となっている。 

○ 就労支援機関においては、精神障害者や発達障害者等従来の手法では対応が難しい障

害者に係る取扱件数が増加しており、障害特性に応じた支援の必要性が高まっている。

特に精神障害者については医療機関を利用している場合が多く、医療機関との連携を図

りつつ、「医療」から「雇用」への流れを一層促進する必要がある。 

○ 雇用障害者が増加している中で、雇い入れ支援のみならず、長期にわたる職場定着支

援をどう行っていくかということが大きな課題となっている。 

○「教育」、「福祉」から「雇用」への流れを一層促進する観点から、障害者や保護者、支

援者等に対する企業見学や職場実習等を通じた企業理解の促進を図ることが必要である。 

 

中小企業等が安心して障害者雇用に取り組むために求められる支援等 

○ 障害者の雇用経験の乏しい中小企業等の不安というのは、情報がないことによる場合

もあるため、先進企業の見学や、活用できる支援制度に関する情報提供、障害者雇用に

関する意識啓発を行うことが重要である。 

○ 中小企業等が安心して障害者の雇用を続けるためには、地域の就労支援機関や送り出

し機関による継続的かつきめ細かな支援が必要であるとともに、雇入れ前、雇入れ後か

ら定着過程、定着後、さらにはその後のそれぞれのステージに応じた支援（職場実習や

支援機関による継続的な職場訪問等）を提供することが必要である。 

○ 障害者を雇用する企業が障害者の障害特性を十分に理解し、企業自身の障害者に対す

るサポート力を強化することも必要である。このため、障害者を雇用する企業が障害者

の障害特性を十分に理解し、継続的に学ぶ機会を提供していくことが必要である。 
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中小企業等が安心して障害者雇用に取り組むために、地域において各就労支援機関等に求められる役割 

（ハローワーク） 

○ 雇用経験の乏しい企業の不安を解消するため、雇用事例や雇用管理等に係る的確な情

報提供や助言、意識啓発、助成金などの支援、先進企業の見学のあっせんなどを行うこ

とが必要である。 

○ 企業において障害者に対する職場実習などの取組みがより積極的に行われるようにす

るため、関係機関とも連携して、職場実習先の開拓、あっせんを行うことが必要である。 

○ 障害者を専門としない一般窓口での対応を含め、精神障害者や発達障害者等に対する

専門的な支援の強化を図ることが必要である。 

 

（地域障害者職業センター） 

○ 企業に対して、障害者の職域開発や必要となる職場環境の改善、障害特性に応じた対

応方法や雇用管理、人的支援の方法等に係るアドバイス等の支援を行うとともに、障害

者を雇用する企業が継続的に学ぶ機会を提供することが必要である。 

○ 発達障害や精神障害など、特に就職が困難な事例等に対して、積極的に支援を行うと

ともに、地域の就労支援機関に対して、就労支援のスキルを積極的に提供することが必

要である。 

 

（障害者就業・生活支援センター） 

○ 職場定着支援に重点をおいた支援や、生活支援に係る関係機関との連携・協力による

生活支援、地域のネットワーク構築や就労・生活支援にかかる関係機関間のコーディネ

ートを行うことが必要である。 

○ こうした地域における中心的な役割を果たすためには、体制の強化が必要である。 

 

（就労移行支援事業所等） 

○ 引き続き、一般雇用に必要な知識の習得や能力の向上を行い、企業に障害者を送り出

すとともに、就労して一定期間経過した者の職場定着支援にかかる検討が必要である。 

○ 障害者就業・生活支援センターのモデル事業の実施状況を踏まえつつ、相談支援事業

所等との連携の在り方も含め、障害者就業・生活支援センターにおける就労系障害福祉

サービスの利用にかかるアセスメントの支援を検討することが必要である。 

 

（ジョブコーチ） 

○ ジョブコーチについては、その重要性が今後ますます高まることが考えられるが、今

後は、企業や障害者等の様々なニーズに的確に対応するため、ジョブコーチ制度の見直

しについて検討すべきである。 
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地域における関係機関とのネットワークの構築、充実強化 

○ 地域の就労支援ネットワークの構築・運営のためには、地域自立支援協議会等が今後、

より機能することが期待され、このためには、地域の就労支援機関等の他、企業や経済

団体等が積極的に参加することが期待される。また、障害者就業・生活支援センターや

就労移行支援事業者の役割が重要である。 

○ 障害者就業・生活支援センターについては、いまだすべての障害保健福祉圏域におい

て設置されていないことから、地域の実情も踏まえつつ、そうした地域において、同セ

ンターの機能が提供されるよう支援していくことが必要である。 

○ ネットワークの構築に当たっては、企業や障害者といった利用者からみて使い勝手の

良い仕組みとすることが重要であり、このためには、地域の就労支援機関や送り出し機

関、企業のそれぞれが、互いに相手の価値観等を踏まえつつ、相互理解を図っていくこ

とが重要である。 

 

特別支援学校、医療機関等送り出し機関に対する支援等 

○ 特別支援学校での取組を充実していくため、就業体験や企業実習の受入先の確保や教

員の専門性の確保・向上などの支援することが必要である。また、教員や保護者に対し

て、企業実習や企業見学を支援することも必要である。 

○ 大学等から雇用就労への移行の過程でつまづく発達障害者も多く、このため、ハロー

ワークが高等教育機関の就職支援部門と連携して、発達障害のある学生に対する就労支

援を行うことも必要である。 

○ 精神障害者の就職支援に当たっては、医療機関との連携が不可欠であることから、就

労支援機関から出向いて、医療の中身を理解しつつ、積極的に連携等を図っていくとと

もに、患者に対する効果的な周知広報を図っていくことも必要である。 

  また、医療機関の就労支援への理解を深めていくとともに、就労支援に関心を持つ医

療機関に対して、その取組を促進していくことが必要である。 

 

就労支援を担う人材育成 

○ 就職を希望する障害者の障害特性が多様化しており、地域により支援者の能力に大き

な差があることから、支援者の専門性の確保、質の向上が必要である。 

このため、地域障害者職業センターにおいて、各就労支援機関職員に対して、就労支

援のスキルを積極的に提供するなど研修や実習等を強化していくことが必要である。 

○ 支援者は、企業と障害者双方の立場に立って支援を行うことが重要である。このため、

企業の立場を理解しつつ、企業が求める支援を行う人材の育成が図られるよう、福祉施

設等の職員の企業実習を支援することが必要である。 

○ 精神障害や発達障害、高次脳機能障害、難病など、従来の手法では対応が難しい障害

者に対する支援者のアセスメント力の強化が課題となっており、人材育成に関しては、

引き続き検討することが必要である。 


